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報告第１９号 

 

　　　専決処分の報告について 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、損害賠償につ

いて別記のとおり専決処分したから、同条第２項の規定により報告する。 

 

　　　令和６年１２月３日提出 

 

下妻市長　　菊　池　　　博　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由 

市有車の接触事故に関し損害賠償の額を定めることについて、地方自治法第１８０条第

１項の規定により専決処分したので、同条第２項の規定により議会に報告するものである。

-3-



裁決第９号 

 

専　決　処　分　書 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専

決処分する。 

 

　　　令和６年９月２７日 

 

下妻市長　　菊　池　　　博　　 

 

損害賠償について 

 

１　件　　　　名　　　接触事故による損害賠償 

 

２　事故発生日時　　　令和６年８月２６日（月）　午後１時８分頃 

 

３　事故発生場所　　　結城市下り松地内 

 

４　事故発生状況　　　市有車が信号機のない交差点で左右確認のため前進したところ、

市有車の右前部が優先道路を走行していた相手方車両の左後部に

接触した。 

 

５　示談の内容　　　市は相手方車両の損害額２９９,１６７円の９０％、相手方は市有

車の損害額１２２,０４５円の１０％を支払うことで示談する。 

 

６　賠償支払額　　　２６９，２５０円
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報告第２０号 

 

　　　専決処分の報告について 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、損害賠償につ

いて別記のとおり専決処分したから、同条第２項の規定により報告する。 

 

　　　令和６年１２月３日提出 

 

下妻市長　　菊　池　　　博　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由 

市有車の接触事故に関し損害賠償の額を定めることについて、地方自治法第１８０条第

１項の規定により専決処分したので、同条第２項の規定により議会に報告するものである。
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裁決第１１号 

 

専　決　処　分　書 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専

決処分する。 

 

　　　令和６年１１月７日 

 

下妻市長　　菊　池　　　博　　 

 

損害賠償について 

 

１　件　　　　名　　接触事故による損害賠償 

 

２　事故発生日時　　令和５年１２月４日（月）　午前９時４０分頃 

 

３　事故発生場所　　下妻市下妻戊地内 

 

４　事故発生状況　　市有車が糸繰川に架かる対面通行の橋を渡ろうとしたところ、当該

橋を渡り終えて直進してきた相手方車両と衝突した。 

 

５　示談の内容　　市は相手方車両の損害額３０３，９９６円の５０％、相手方は市有

車の損害額２,０２９,０４４円の５０％を支払うことで示談する。 

 

６　賠償支払額　　１５１,９９８円

-6-



 

報告第２１号 

 

　　　専決処分の承認を求めることについて 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和６年度下

妻市一般会計補正予算（第５号）について別記のとおり専決処分したから、同条第３項の

規定により報告し、議会の承認を求める。 

 

　　　令和６年１２月３日提出 

 

下妻市長　　菊　池　　　博　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由 

衆議院の解散による衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査の執行に係る予算

を措置する令和６年度下妻市一般会計補正予算（第５号）について、議会を招集する時間

的余裕がないと認め、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分したので、同条

第３項の規定により報告し、その承認を求めるものである。 
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裁決第１０号 

 

専　決　処　分　書 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、議会を招集す

る時間的余裕がないと認め、次のとおり専決処分する。 

 

　　　令和６年１０月９日 

 

下妻市長　　菊　池　　　博　　 

 

　令和６年度下妻市一般会計補正予算（第５号）について（別記）
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令和 ６ 年度

下妻市補正予算書

一 般 会 計
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11

13

15

16

17

目 次

一 般 会 計 補 正 予 算

補正予算に関す る説明書

一 般 会 計 事 項 別 明 細 書

総 括

歳 入

歳 出

補 正 予 算 給 与 費 明 細 書
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議案第５９号

　　　令和６年度下妻市一般会計補正予算（第５号）

　令和６年度下妻市一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２５，４６１千円を追加し、歳入歳出予

　算の総額を歳入歳出それぞれ２０，０６７，７３０千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

　算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　　令和６年１０月９日　提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下妻市長　　菊　池　　博

一般
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第 補

461 116,277

正

歳 入 合

歳

計 20,042,26

　

9 25,461 20,

入

067,730

歳　出 （単位 千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

2. 総 務 費 3,710,121 25,4

１

61 3,735,582

4. 選 挙 費 9,742 25

（

,461 35,203

単

歳 出 合

位

計 20,042,26

 

9 25,461 20,

千

067,730

円）

表

款 項 補正前の額 補 正 額

歳

計

15

入

. 県 支 出 金 1,468

歳

,265 25,461

出

1,493,726

予

3. 委 託

算

金 90,816 25,
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下 妻
出

29.5

補

2. 地 方 譲 与 税 25

正

0,800 250,8

予

00 1.3

算

3. 利 子 割 交 付 金

事

2,135 2,135

項

0.0

別

4. 配 当 割 交 付 金 26

明

,662 26,662

細

0.1

市
書

5. 株 式 等 譲 渡 所 得 割

（

交 付 金 31,303 3

第

1,303 0.2

５

6. 法 人 事

号

業 税 交 付 金 115,7

）

00 115,700 0

1

.6

7

.

. 地 方 消 費 税 交 付 金 1

総

,070,000 1,

　

070,000 5.3

一

括

8. 環

（

境 性 能 割 交 付 金 33,

歳

000 33,000 0

　

.2

9

入

. 地 方 特 例 交 付 金 10

）

3,093 103,0

（

93 0.5

単

10. 地 方 交 付 税

位

2,800,000 2

 

,800,000 14

般

千

.0

1

円

1. 交 通 安 全 対 策 特 別

）

交 付 金 2,977 2,977 0.0

12. 分 担 金 及 び 負 担 金 68,290 68,290 0.3

13. 使 用 料 及 び 手 数 料 110,764 110,76

会

4 0.6

款

14. 国 庫 支 出 金 3

補

,457,082 3,

正

457,082 17.

前

2

15

の

. 県 支 出 金 1,468

額

,265 25,461

補

1,493,726 7

正

.4

1

額

6. 財 産 収 入 13,0

計

計

12 13,012 0.

 

1

17

割

. 寄 附 金 1,008,

 

201 1,008,2

合

01 5.0

(

18. 繰 入 金 1,

％

650,699 1,6

)

50,699 8.2

一

19. 繰

般

越 金 549,178 5

歳

49,178 2.7

20. 諸 収 入 607,387 607,387 3.0

21. 市 債 755,200 755,200 3.8

歳 入 合 計

1

20,042,269

.

25,461 20,0

入

市

67,730 100.

税

0

5,918,52

歳

1 5,918,521
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（歳 円

7 190,907 1.

）

0

2. 総 務 費 3,710,121 25,461 3,735,582 18.6 25,461

3. 民 生 費 7,134,084 7,134,084 3

　

5.6

4. 衛 生 費 1,392,695 1,392,695 6.9

5. 労 働 費 29,611 29,611 0.1

6.

補

農 業 費 911,009

出

正

911,009 4.5

額 の

7. 商 工 費 37

財

6,856 376,8

源

56 1.9

内

8.

訳

土 木 費 1,694,3

款

56 1,694,35

補

6 8.4

正

9. 消

）

前

防 費 746,916 7

の

46,916 3.7

額 補

10. 教 育 費 2,

正

065,394 2,0

額

65,394 10.3

計  

11. 災 害 復 旧

割

費 5 5 0.0

 

1

（

合

2. 公 債 費 1,760

(

,315 1,760,

％

315 8.8

)

1

特

3. 予 備 費 30,00

定

0 30,000 0.2

財 源

歳 出 合 計 2

一

0,042,269 2

般

5,461 20,06

単

財

7,730 100.0

源

25,461

国 県 支 出 金 地 方 債

位

そ の 他

一般

 

1

千

. 議 会 費 190,90
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. 選 挙 費 委 託 金 25,461 衆議院議員総選挙費委託金

計 90,816 25,461 116

2

,277

委託金

. 歳　入

（款）15.県支出金 （項） 3.委託金
（単位 千円）

節

目 補 正 前 の 額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1. 総 務 費 委 託 金 80,888 25,461 106,349 4

-15-



,742 25,461 35,203 25,461

選挙費

3. 諸 選 挙 費 0 25,461 25,461 25,461 1. 報 酬 2,031 01 衆議院議員総選挙費 25,461

1 報酬 2,031

3. 職員

3

手当等 13,022 委

.

員長 37

歳　出

委員　３人分 93

（款

10. 需 用 費 2,

）

459 投票管理者　３

2

０人分 384

.総務

投票立会人　６

費

０人分 654

（

1

項

1. 役 務 費 4,880

）

開票管理者 11

4.選

開票立会人　

挙

１０人分 89

費

1

（

2. 委 託 料 2,545

単

期日前投票管理者　２

位

５人分 283

 千円

期日前投票立会

）

人　５０人分 480

補 正

13. 使用料及び

額

524 3 職員手当等 1

の

3,022

財

賃 借

源

料 時間外勤務手当 12

内

,723

　

管理職

訳

員特別勤務手当 299

節

目

10 需用費 2,

補

459

正

消耗品費

前

1,643

の

燃料

額

費 94

補

食糧費 1

正

67

額

印刷製本費

計

155

特

光熱水費

定

400

財

11 役務

源

費 4,880

説

郵

明

便料 1,677

一般

手数料 3,203

財源

12 委託料 2,54

区

5

分

期日前投票受

金

付業務委託料 1,42

額

6

国

投票所入場券

県

作成委託料 844

支出

開票集計システム改

金

修委託料 275

地 方

13 使用料及び賃借料

債

524

そ

投票所そ

の

の他借上料 322

他

自動車等借上料 37

期日前投票システム使用料 165

計 9
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（ 費

分

32,724 64,5

職

99 344,775 2

員

90,200 18,8

数

19 48 13,390

（

1,464

比 較 0 29

人

9 0 12,723 0 0

）

0 0 0 0

共 済 費

明

合 計
報 酬 給 料 職 員 手 当

細

計 （ 退 職 手 当 負 担 金 ）

書

( 257)
補 正 後 48

給

6,940 1,136

与

,697 793,53

費

8 2,417,175 491,675 2,908,850 170,895
294

( 257

１

)
補 正 前 486,940 1,136,697 780,516 2,404,153 491,675 2,895,828 170,895

294

0)(
比 較 0 0 13,022 13,022 0 13,022 0

0

（ ）内は、短時間勤

）

務職員外書き

1. 特別職

　　　　　　　　　　　　給　　　　　　　　　　　　　　　　与
職員数

区 分 期 末 手 当
（人） 報

補

酬 給 料 地 域 手 当
3.4

2

0ヶ月分

長 等 3 25,

.

560 8,329

議 員

一

18 80,880 25

般

,205
補正後

その他

職

の特別職 1,184 6

(

2,263

計 1,20

1

5 143,143 25

)

,560 33,534

総

長 等 3 25,560 8

正

　

,329

議 員 18 80

括

,880 25,205

（

補正前
その他の特別職

単

1,004 60,23

位

2

計 1,025 141

 

,112 25,560

千

33,534

長 等 0 0

円

0

議 員 0 0 0
比 較

その

）

他の特別職 180 2,

 

031

計 180 2,0

予

 

31 0 0

（単位 千円

 

）

　費
備 考

共 済 費 合 計

 

寒冷地手当 その他の手

 

当 計 （退職手当負担金

 

）

48 33,937 6

 

,500 40,437

 

3,480

106,0

 

85 23,651 12

 

9,736

62,26

 

3 62,263

48 2

算

 

02,285 30,1

 

51 232,436 3

 

,480

48 33,9

 

37 6,500 40,

給

437 3,480

10

　

6,085 23,65

　

1 129,736

60

　

,232 60,232

　

48 200,254 3

　

0,151 230,4

給

　

05 3,480

0 0 0

　

0 0

0 0 0

2,031

　

2,031

0 2,03

　

1 0 2,031 0

　　　

（単位 千

　

円）

管 理 職 員
区 分 管 理

　

職 手 当 扶 養 手 当 時間外

　

勤務手当 期 末 手 当 勤 勉

与

与

手 当 通 勤 手 当 特殊勤務

　

手当 住 居 手 当 日 直 手 当

 

特別勤務手当

職員手当

 

の内訳 補 正 後 14,4

 

97 299 32,72

 

4 77,322 344

費

,775 290,20

備

0 18,819 48 1

考

3,390 1,464

区

補 正 前 14,497 0
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ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

（単位　千円）

　備考　（　　　　）内は、短時間勤務職員外書き

イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

（単位　千円）

　備考　（　　　　）内は、短時間勤務職員外書き

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細 （単位　千円）

給 与 費 備 考

報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （ 退 職 手 当 負 担 金 ）

（　　　3　　　）

294
（　　  3  　　）

294
（　　　0　　　）

0

 管  理  職  員

特別勤務手当

補 正 後 14,497 299 32,724 77,322 256,017 215,015 18,819 48 13,390 1,464 

補 正 前 14,497 0 32,724 64,599 256,017 215,015 18,819 48 13,390 1,464 

比 較 0 299 0 12,723 0 0 0 0 0 0 

給 与 費 備 考

報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （ 退 職 手 当 負 担 金 ）

（　　254　　）

（　　254　　）

（　    0    　）

 管  理  職  員

特別勤務手当

補 正 後 88,758 75,185 

補 正 前 88,758 75,185 

比 較 0 0 

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 0 給与改定に伴う増減分 給料の改定率       %

昇給に伴う増加分 平均昇給率       %

その他の増減分

職 員 手 当 13,022 制度改正に伴う増減分

その他の増減分 13,022 

区 分 職 員 数 （ 人 ） 共 済 費 合 計

補 正 後 1,136,697 629,595 1,766,292 371,675 2,137,967 170,895 

補 正 前 1,136,697 616,573 1,753,270 371,675 2,124,945 170,895 

比 較 0 13,022 13,022 0 13,022 0 

職 員 手 当 の 内 訳

区 分 管 理 職 手 当 扶 養 手 当 時間外勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当 特 殊 勤 務 手 当 住 居 手 当 日 直 手 当

区 分 職 員 数 （ 人 ） 共 済 費 合 計

補 正 後 486,940 163,943 650,883 120,000 770,883 

補 正 前 486,940 163,943 650,883 120,000 770,883 

比 較 0 0 0 0 0 

職 員 手 当 の 内 訳

区 分 管 理 職 手 当 扶 養 手 当 時間外勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当 特 殊 勤 務 手 当 住 居 手 当 日 直 手 当

給与費
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議案第６３号 

 

　　　下妻市手数料条例の一部改正について 

 

　下妻市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和６年１２月３日提出 

 

下妻市長　　菊　池　　　博　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

　コンビニエンスストア等に設置されている多機能端末機において戸籍謄本等の自動交付

を開始するに当たり、当該交付に係る手数料を定めるため、条例の一部を改正するもので

ある。 
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下妻市条例第　　号 

　　　下妻市手数料条例の一部を改正する条例 

　下妻市手数料条例（平成１２年下妻市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「４５０円」の次に「（ただし、多機能端末機（市の電子計算機と電気

通信回線で接続された端末機で、当該端末機の操作により証明書等を発行する機能を有す

るものをいう。以下同じ。）により交付する場合は、１通につき３５０円）」を加え、同

条第１３号中「（市の電子計算機と電気通信回線で接続された端末機で、当該端末機の操

作により証明書等を発行する機能を有するものをいう。以下同じ。）」を削り、同条第１

７号中「３００円」の次に「（ただし、多機能端末機により交付する場合は、１件につき

２００円）」を加える。 

　　　付　則 

　この条例は、令和７年２月３日から施行する。
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下妻市手数料条例新旧対照表 
 

現　　　行 改　　　正

 (種類及び金額) (種類及び金額)
 

第2条　手数料の種類及び金額は、次のとおりとする。 第2条　手数料の種類及び金額は、次のとおりとする。
 (1)　戸籍法(昭和22年法律第224号)第10条第1項、第10条の2第1

項から第5項まで若しくは第126条の規定に基づく戸籍の謄本若
しくは抄本の交付又は同法第120条第1項、第120条の2第1項若
しくは第126条の規定に基づく戸籍証明書の交付　1通につき　
450円                                                   
                                                        
                                                        
                     

(1)　戸籍法(昭和22年法律第224号)第10条第1項、第10条の2第1
項から第5項まで若しくは第126条の規定に基づく戸籍の謄本若
しくは抄本の交付又は同法第120条第1項、第120条の2第1項若
しくは第126条の規定に基づく戸籍証明書の交付　1通につき　
450円(ただし、多機能端末機(市の電子計算機と電気通信回線で
接続された端末機で、当該端末機の操作により証明書等を発行

する機能を有するものをいう。以下同じ。)により交付する場合
は、1通につき350円)

 (2)～(12)　略 (2)～(12)　略
 (13)　印鑑に関する証明　1件につき　300円(ただし、多機能端末

機(市の電子計算機と電気通信回線で接続された端末機で、当該
端末機の操作により証明書等を発行する機能を有するものをい

う。以下同じ。)により交付する場合は、1件につき200円)

(13)　印鑑に関する証明　1件につき　300円(ただし、多機能端末
機                                                      
                                                        
                により交付する場合は、1件につき200円)

 (14)～(16)　略 (14)～(16)　略
 (17)　戸籍の附票の謄本又は抄本の交付　1件につき　300円    

                                                      
(17)　戸籍の附票の謄本又は抄本の交付　1件につき　300円(た
だし、多機能端末機により交付する場合は、1件につき200円)

 (18)～(34)　略 (18)～(34)　略
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議案第６４号 

 

　　　下妻市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例の一部改正について 

 

　下妻市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定める。 

 

　　　令和６年１２月３日提出 

 

下妻市長　　菊　池　　　博　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

　宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）の一部改正を踏まえ、茨城県土砂等に

よる土地の埋立て等の規制に関する条例（平成１５年茨城県条例第６７号）において盛土

等の許可の対象となる区域の面積を引き下げる等の改正が行われることから、当該県条例

との整合性を図り、所要の規定の整理を行うため、条例の一部を改正するものである。 
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下妻市条例第　　号 

　　　下妻市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例の一部を改正する条例 

　下妻市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例（平成２９年下妻市条例第１３

号）の一部を次のように改正する。 

第１条及び第４条第１項第５号中「及び災害の防止」を削る。 

第７条第１項第１号中「５，０００平方メートル以上の」を「３，０００平方メートル

を超える」に、「５，０００平方メートル未満」を「３，０００平方メートル以下」に、

「５，０００平方メートル以上となるもの」を「３，０００平方メートルを超えることと

なるもの」に改め、同条第２項第９号を削り、同項第１０号中「及び災害の防止」を削り、

同号を同項第９号とし、同項中第１１号を第１０号とし、第１２号を第１１号とし、同条

第４項中「及び災害の防止」を削る。 

第８条第１号を削り、同条第２号中「及び災害の防止」を削り、同号を同条第１号とし、

同条第３号から第６号までを１号ずつ繰り上げる。 

第１２条第１項中「第１０号」を「第９号」に改める。 

第１５条中「及び災害の防止」を削る。 

第１９条及び第２６条第２項中「又は災害の防止」を削る。 

　　　付　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　この条例の施行の際現にこの条例による改正前の下妻市土砂等による土地の埋立て等

の規制に関する条例（以下「改正前の条例」という。）第７条第１項の規定による許可

を受けている者であって、現に当該許可に係る土地の埋立て等に着手しているものにつ

いては、なお従前の例による。 

３　この条例の施行の際現に改正前の条例第７条第１項の規定による許可を受けている者

であって、当該許可に係る土地の埋立て等に着手していないものは、この条例の施行の

日に、この条例による改正後の下妻市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例

（以下「改正後の条例」という。）第７条第１項の許可を受けたものとみなす。 

４　この条例の施行前にされた改正前の条例第７条第２項の規定による許可の申請であっ

て、この条例の施行の際に許可又は不許可の処分がされていないものは、改正後の条例
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第７条第２項の規定による許可の申請とみなす。 

５　この条例の施行前にした行為及び付則第２項の規定によりなお従前の例によることと

される場合におけるこの条例の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお

従前の例による。 
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下妻市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例新旧対照表 
 

現　　　行 改　　　正

 (目的) (目的)
 

第1条　この条例は、土砂等による土地の埋立て等について、市、土
地の埋立て等を行う者等の責務を明らかにするとともに、必要な

規制を定め、もって生活環境の保全及び災害の防止に資すること

を目的とする。

第1条　この条例は、土砂等による土地の埋立て等について、市、土
地の埋立て等を行う者等の責務を明らかにするとともに、必要な

規制を定め、もって生活環境の保全              に資すること
を目的とする。

 (事業を行う者の責務) (事業を行う者の責務)
 

第4条　事業を行う者は、事業を行うに当たっては、事業区域の周辺
の地域の住民の理解を得るよう努めるとともに、次に掲げる事項

に関し必要な措置を講じなければならない。

第4条　事業を行う者は、事業を行うに当たっては、事業区域の周辺
の地域の住民の理解を得るよう努めるとともに、次に掲げる事項

に関し必要な措置を講じなければならない。

 (1)～(4)　略 (1)～(4)　略
 (5)　前各号に掲げるもののほか、事業区域周辺の生活環境の保全

及び災害の防止のために市長が必要と認める事項

(5)　前各号に掲げるもののほか、事業区域周辺の生活環境の保全 
              のために市長が必要と認める事項

 2～4　略 2～4　略
 (事業の許可等) (事業の許可等)
 

第7条　事業を行おうとする者は、市長の許可を受けなければならな
い。ただし、次に掲げる事業については、この限りでない。

第7条　事業を行おうとする者は、市長の許可を受けなければならな
い。ただし、次に掲げる事業については、この限りでない。

 (1)　事業区域の面積が5,000平方メートル以上の  土地における
事業(5,000平方メートル未満の土地における事業であっても、
その事業区域に隣接し、又は近接する土地において、当該事業

を行う日前1年以内に事業が行われ、又は現に行われている場合
は、当該事業区域と合算した面積が5,000平方メートル以上とな
るもの        を含む。)

(1)　事業区域の面積が3,000平方メートルを超える土地における
事業(3,000平方メートル以下の土地における事業であっても、
その事業区域に隣接し、又は近接する土地において、当該事業

を行う日前1年以内に事業が行われ、又は現に行われている場合
は、当該事業区域と合算した面積が3,000平方メートルを超える
こととなるものを含む。)
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現 行 改 正

 (2)～(5)　略 (2)～(5)　略
 2　前項の許可を受けようとする者(次条において「申請者」という。)

は、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申請

書を市長に提出しなければならない。

2　前項の許可を受けようとする者(次条において「申請者」という。)
は、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申請

書を市長に提出しなければならない。

 (1)～(8)　略 (1)～(8)　略
 (9)　事業の施工に関する計画
 (10)　事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の防止に

関する計画

(9)　事業区域の周辺の地域の生活環境の保全               に
関する計画

 (11)・(12)　略 (10)・(11)　略
 3　略 3　略
 4　市長は、第1項の許可に、当該許可に係る事業区域の周辺の地域

の生活環境の保全及び災害の防止のため必要な限度において、条

件を付することができる。

4　市長は、第1項の許可に、当該許可に係る事業区域の周辺の地域
の生活環境の保全              のため必要な限度において、条
件を付することができる。

 (許可の基準) (許可の基準)
 

第8条　市長は、前条第1項又は第12条第1項の許可の申請が、次の
各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、その許

可をしてはならない。

第8条　市長は、前条第1項又は第12条第1項の許可の申請が、次の
各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、その許

可をしてはならない。

 (1)　その事業の施工に関する計画が規則で定める基準に適合して
いること。

 (2)　その事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害の防止
に関する計画が規則で定める基準に適合していること。

(1)　その事業区域の周辺の地域の生活環境の保全              
に関する計画が規則で定める基準に適合していること。

 (3)～(6)　略 (2)～(5)　略
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現 行 改 正

 (事業内容等の変更) (事業内容等の変更)
 

第12条　許可を受けた者は、第7条第2項第2号若しくは第4号から第
10号までに掲げる事項又は事業を請け負わせる者を変更しようと
するときは、規則で定めるところにより、市長の許可を受けなけ

ればならない。ただし、規則で定める軽微な変更については、こ

の限りでない。

第12条　許可を受けた者は、第7条第2項第2号若しくは第4号から第
9号 までに掲げる事項又は事業を請け負わせる者を変更しようと
するときは、規則で定めるところにより、市長の許可を受けなけ

ればならない。ただし、規則で定める軽微な変更については、こ

の限りでない。

 2　略 2　略
 (施工管理者の設置等) (施工管理者の設置等)
 

第15条　許可を受けた者は、当該許可に係る事業区域の周辺の地域
の生活環境の保全及び災害の防止のために必要な施工上の管理を

つかさどる者(次項において「施工管理者」という。)を置かなけれ
ばならない。

第15条　許可を受けた者は、当該許可に係る事業区域の周辺の地域
の生活環境の保全              のために必要な施工上の管理を
つかさどる者(次項において「施工管理者」という。)を置かなけれ
ばならない。

 2　許可を受けた者は、当該許可に係る事業を施工するときは、施工
管理者に、当該事業区域の周辺の地域の生活環境の保全及び災害

の防止のために必要な施工上の管理をさせなければならない。

2　許可を受けた者は、当該許可に係る事業を施工するときは、施工
管理者に、当該事業区域の周辺の地域の生活環境の保全        
      のために必要な施工上の管理をさせなければならない。

 (書類の備付け及び閲覧) (書類の備付け及び閲覧)
 

第19条　許可を受けた者は、規則で定めるところにより、当該許可
に係る申請書の写し、第17条第1項の帳簿その他規則で定める書類
を当該許可に係る事業区域内又は最寄りの事務所若しくは事業所

に備え置き、当該事業に関し生活環境の保全又は災害の防止上利

害関係を有する者の求めに応じ、閲覧させなければならない。

第19条　許可を受けた者は、規則で定めるところにより、当該許可
に係る申請書の写し、第17条第1項の帳簿その他規則で定める書類
を当該許可に係る事業区域内又は最寄りの事務所若しくは事業所

に備え置き、当該事業に関し生活環境の保全              上利
害関係を有する者の求めに応じ、閲覧させなければならない。

 (関係行政機関への照会等) (関係行政機関への照会等)
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現 行 改 正

 
第26条　略 第26条　略

 2　市長は、生活環境の保全又は災害の防止のため必要があると認め
るときは、事業を行う者、事業に用いる土砂等を発生させる者、

土砂等を運搬する業務を行う者、事業を行う土地の所有者その他

事業の関係者(次条において「事業を行う者等」という。)に対し、
必要な協力を要請することができる。

2　市長は、生活環境の保全              のため必要があると認め
るときは、事業を行う者、事業に用いる土砂等を発生させる者、

土砂等を運搬する業務を行う者、事業を行う土地の所有者その他

事業の関係者(次条において「事業を行う者等」という。)に対し、
必要な協力を要請することができる。
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○○市

 

議案第６５号 

 

　　　財産の減額譲渡について 

 

　下記の財産を減額して譲渡することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第９６条第１項第６号の規定により、議会の議決を求める。 

 

　　　令和６年１２月３日提出 

 

下妻市長　　菊　池　　　博　　 

 

記 

 

１　譲渡する財産（土地） 

 

２　譲渡価格 

　　２１,５４０,０００円 

 

３　譲渡の相手方 

　　牛久市ひたち野西二丁目１６番地３ 

合同会社あおぞら不動産販売 

代表社員　中村　茜 

 

提案理由 

　旧千代川中学校跡地を不動産鑑定評価額より減額して譲渡することについて、地方自治

法第９６条第１項第６号の規定により、議会の議決を求めるものである。

 所在地 地目 面　積

 
下妻市宗道１１９番２ 学校用地 ３６８.００平方メートル

 
下妻市宗道１８８番１ 学校用地 ２２,２７３.００平方メートル

 下妻市原５０８番１ 学校用地 ７５２.００平方メートル
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位 置 図

地 番 図

-1
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議案第６６号 

 

　　　市道路線の認定について 

 

　道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により、下記調書のとおり市

道路線を認定することについて、同条第２項の規定により、議会の議決を求める。 

 

　　　令和６年１２月３日提出 

 

下妻市長　　菊　池　　　博　　 

 

記 

市道路線の認定調書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

宅地開発による道路部分の寄附に伴い、路線の終点が変更となるため、宗道地内の１路

線を市道路線に認定することについて、道路法第８条第２項の規定により、議会の議決を

求めるものである。

 
位置図 路線名

起　　　　点
幅員(m) 延長(m)

 終　　　　点

 
① 7344 号線

宗道 137 番 1 地先
6.00～7.00 132.61

 宗道 192 番 1 地先
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認定路線全体図 

下妻市役所

① 市道 7344 号線

八　千　代　 町

つ　く　ば　市

常　総　市
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認定路線位置図 

 

宗道地内

① 7344 号線

県 

道 

谷 

和 

原 

筑 

西 

線

県 

道 

宗 

道 

停 

車 

場 

線 宗 道 駅
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議案第６７号 

 

　　　市道路線の廃止について 

 

　道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により、下記調書のとおり

市道路線を廃止することについて、同条第３項の規定により、議会の議決を求める。 

 

　　　令和６年１２月３日提出 

 

下妻市長　　菊　池　　　博　　 

 

記 

市道路線の廃止調書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

宅地開発による道路部分の寄附に伴い、路線の終点が変更となるため、宗道地内の１市

道路線を廃止することについて、道路法第１０条第３項の規定により、議会の議決を求め

るものである。

 
位置図 路線名

起　　　　点
幅員(m） 延長(m）

 終　　　　点

 
① 7344 号線

宗道 137 番 1 地先
6.00～7.00 65.61

 宗道 137 番 12 地先
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廃止路線全体図 

下妻市役所

① 市道 7344 号線

八　千　代　 町

つ　く　ば　市

常　総　市
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廃止路線位置図 

宗道地内

① 7344 号線

県 

道 

谷 

和 

原 

筑 

西 

線

宗 道 駅

県 

道 

宗 

道 

停 

車 

場 

線
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令和 ６ 年度

下妻市補正予算書

一 般 会 計

特 別 会 計

水 道 事 業
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議案第６８号

　　　令和６年度下妻市一般会計補正予算（第６号）

　令和６年度下妻市一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７９６，８０７千円を追加し、歳入歳出

　予算の総額を歳入歳出それぞれ２０，８６４，５３７千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

　算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　（債務負担行為の補正）

第２条　債務負担行為の追加は、「第２表　債務負担行為補正」による。

　（地方債の補正）

第３条　地方債の追加は、「第３表　地方債補正」による。

　　　令和６年１２月３日　提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下妻市長　　菊　池　　博

一般
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第 補

2

29,109 2,09

7

4,503

3

1. 教 育 総 務 費 3

9

42,465 50 34

5

2,515

,

2. 小 学 校 費 41

7

4,683 8,600

1

423,283

3

3. 中 学 校 費

2

238,312 14,

正

,

527 252,839

3

5. 社

6

会 教 育 費 512,27

9

5 5,932 518,

,

207

9

歳 出 合 計 20,067

8

,730 796,80

6

7 20,864,537

歳

2. 国 庫 補

　

助 金 1,170,45

入

0 2,970 1,173,420

15. 県 支 出 金 1,493,726 38,170 1,531,896

１

1. 県 負 担 金 846,690 36,606 883,296

（

3. 委 託 金 11

単

6,277 1,564

位

117,841

 

17. 寄 附 金

千

1,008,201 5

円

00,000 1,50

）

8,201

表

款

1. 寄 附 金 1,0

項

08,201 500,

補

000 1,508,2

正

01

1

前

9. 繰 越 金 549,1

の

78 118,054 6

額

67,232

補

1. 繰 越 金 54

正

9,178 118,0

額

54 667,232

歳

計

21. 市 債 755,200 41,900 797,100

1. 市 債 755,200 41,900 797,100

歳 入 合 計 20,067,

1

730 796,807

4

20,864,537

入

.

一般

歳　出

国

（単位 千円

庫

）

款 項 補正前の額 補 正

支

額 計

2出 . 総 務 費 3,735,金 582 532,6603 4,268,242,

1. 総 務

4

管 理 費 2,766,0

5

76 528,688 3

歳

7

,294,764

,

2. 徴 税 費

0

692,951 738

8

693,689

2

3. 戸 籍 住 民

9

基 本 台 帳 費 195,9

8

33 3,234 199

,

,167

6

3. 民 生 費 7,13

8

4,084 176,4

出

3

23 7,310,50

3

7

1.

,

社 会 福 祉 費 3,846

5

,237 146,42

5

3 3,992,660

5

3. 生

,

活 保 護 費 766,51

7

0 30,000 796

6

,510

5

4. 衛 生 費 1,39

予

2,695 4 1,392,699

2. 環 境 保 全 費 188,492 4 188,496

6. 農 業 費 911,009 16,653 9

1

27,662

.

1. 農 業 費 91

国

1,009 16,65

算

庫

3 927,662

負

8. 土 木 費

担

1,694,356 4

金

1,958 1,736

2

,314

,

2. 道 路 橋 梁 費 66

2

7,743 41,95

7

8 709,701

4

10. 教 育

,

費 2,065,394
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（追加）

限  度  額

5,542 

7,488 

5,637 

210,000 

5,489 

4,422 

3,234 

1,000 

第   ２   表   　債  務  負  担  行  為  補  正

（単位 千円）

事　　　　項 期　　　　間

議会だより印刷製本 令和7年度から令和8年度まで

会議録作成及び会議録検索システム運用業務委
託

令和7年度から令和8年度まで

広報紙等配布業務委託 令和7年度から令和8年度まで

旧千代川庁舎解体工事 令和7年度

小貝川ふれあい公園（バーベキュー場、パークゴ
ルフ場）管理委託

令和7年度

やすらぎの里公園植栽管理業務委託 令和7年度

上町公園、三道地公園、本宿公園、陣屋公園植
栽管理業務委託

令和7年度

中学校教師用指導書・教科用教材購入 令和7年度
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（追加） （単位　千円）

限 度 額
起 債 の
方 法

41,900

普通貸借　     
又は      　　

証券発行

第　３　表　　地　方　債　補　正 

起　　　 債　　　 の　　　 目　　　 的 利      率 償 還 の 方 法

雨 水 調 整 池 整 備 事 業

　　 4.0％以内　　　　　
（ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構資金
について利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利率）

政府その他の金
融機関の資金に
ついては、その
融資条件による。
ただし、財政の都
合により据置期
間及び償還期限
を短縮し、もしく
は繰上償還又は
低利に借り換える
ことができる。

 一般

-42-



下 妻
出

28.4

補

2. 地 方 譲 与 税 25

正

0,800 250,8

予

00 1.2

算

3. 利 子 割 交 付 金

事

2,135 2,135

項

0.0

別

4. 配 当 割 交 付 金 26

明

,662 26,662

細

0.1

市
書

5. 株 式 等 譲 渡 所 得 割

（

交 付 金 31,303 3

第

1,303 0.2

６

6. 法 人 事

号

業 税 交 付 金 115,7

）

00 115,700 0

1

.6

7

.

. 地 方 消 費 税 交 付 金 1

総

,070,000 1,

　

070,000 5.1

一

括

8. 環

（

境 性 能 割 交 付 金 33,

歳

000 33,000 0

　

.2

9

入

. 地 方 特 例 交 付 金 10

）

3,093 103,0

（

93 0.5

単

10. 地 方 交 付 税

位

2,800,000 2

 

,800,000 13

般

千

.4

1

円

1. 交 通 安 全 対 策 特 別

）

交 付 金 2,977 2,977 0.0

12. 分 担 金 及 び 負 担 金 68,290 68,290 0.3

13. 使 用 料 及 び 手 数 料 110,764 110,76

会

4 0.5

款

14. 国 庫 支 出 金 3

補

,457,082 98

正

,683 3,555,

前

765 17.1

の

15. 県 支 出

額

金 1,493,726

補

38,170 1,53

正

1,896 7.3

額

16. 財 産

計

計

収 入 13,012 13

 

,012 0.1

割

17. 寄 附 金

 

1,008,201 5

合

00,000 1,50

(

8,201 7.2

％

18. 繰 入

)

金 1,650,699

一

1,650,699 7

般

.9

1

歳

9. 繰 越 金 549,178 118,054 667,232 3.2

20. 諸 収 入 607,387 607,387 2.9

21. 市 債 755,200 41

1

,900 797,10

.

0 3.8

入

市

歳 入 合 計 20,0

税

67,730 796,

5

807 20,864,

,

537 100.0

918,52

歳

1 5,918,521
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（歳 円

7 190,907 0.

）

9

2. 総 務 費 3,735,582 532,660 4,268,242 20.5 2,970 250,000 279,690

3. 民 生 費 7,134

　

,084 176,423 7,310,507 35.0 132,319 44,104

4. 衛 生 費 1,392,695 4 1,392,699 6.7 4

補

5. 労 働 費 29,6

出

正

11 29,611 0.

額

1

の

6. 農 業 費 9

財

11,009 16,6

源

53 927,662 4

内

.5 1,564 15,

訳

089

款

7. 商 工

補

費 376,856 37

正

6,856 1.8

）

前 の

8. 土 木 費 1,69

額

4,356 41,95

補

8 1,736,314

正

8.3 41,900 5

額

8

計

9. 消 防 費 7

 

46,916 746,

割

916 3.6

 

1

（

合

0. 教 育 費 2,065

(

,394 29,109

％

2,094,503 1

)

0.0 29,109

特 定

11. 災 害 復 旧 費

財

5 5 0.0

源

12

一

. 公 債 費 1,760,

般

315 1,760,3

単

財

15 8.4

源

13

国

. 予 備 費 30,000

県

30,000 0.2

支 出

歳 出 合 計 20

金

,067,730 79

地

6,807 20,86

方

4,537 100.0

債

136,853 41,

位

そ

900 250,000

の

368,054

他

一般

 

1

千

. 議 会 費 190,90
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2,368,236 1. 社会福祉費負担金 73,213 障害者自立支援給付費負担金 38,143増

障害児入所給

2

付費等負担金 35,0

.

70増

歳　

3. 生活保護費負

入

担金 22,500 医療

（

扶助費等負担金増

款）

計 2,

1

274,273 95,

4

713 2,369,9

.

86

国

（款）14.国

庫

庫支出金 （項） 2.国

支

庫補助金

出

1. 総 務 費 国 庫

金

補 助 金 797,836

（

2,970 800,8

項

06 2. 戸 籍 住 民 基 本

）

2,970 社会保障・

1

税番号制度システム整

.

備費補助金増

国

台 帳 費 補 助

庫

金

負担

計 1,170,450

金

2,970 1,173

（

,420

単

（款）15

位

.県支出金 （項） 1.

 

県負担金

千

1. 民 生 費 県 負

円

担 金 845,815 3

）

6,606 882,4

節

21 1. 社会福祉費負

目

担金 36,606 障害

補

者自立支援給付費負担

正

金 19,071増

前

障害児

の

通所給付費等負担金 1

額

7,535増

補 正

計 846,

額

690 36,606 8

計

83,296

説

（款）

明

15.県支出金 （項）

区

3.委託金

分

3. 農 業 費 委

金

託 金 7,523 1,5

額

64 9,087 1. 農 業 費 委 託 金 1,564 農地利用最適化交付金増

計 116,277 1,564 117,841

（款）17.寄附金 （項） 1.寄附金

1

2. 総

.

務 費 寄 附 金 1,008

民

,200 500,00

生

0 1,508,200

費

1. 総務管理費寄附金

国

500,000 ふるさ

庫

と下妻寄附金増

負 担 金 2,

計 1,008,

2

201 500,000

7

1,508,201

国

2

庫負担金・国庫補助金

,

・県負担金・委託金・

5

寄附金

23 95,713
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118,054 前年度繰越金増

（款）21.市債 （項） 1.市債

（

4. 土 木 債 274,6

款

00 41,900 31

）

6,500 1. 道 路 橋

1

梁 債 41,900 雨水

9

調整池整備事業債

.繰

計 75

越

5,200 41,90

金

0 797,100

繰越

（

金・市債

項） 1.繰越金
（単位 千円）

節

目 補 正 前 の 額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1. 繰 越 金 549,178 118,054 667,232 1. 前 年 度 繰 越 金
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3. 職員手当等 698 01 職員人件費 738

3 職員手当等 698

4. 共 済 費 40 扶養手当 336 増

3

通勤手

.

当 24 増

財

住居手

産

当 78 増

管

期末手

理

当 125 増

費

勤勉

3

手当 135 増

9

4

6

共済費 40

,

職員

6

共済組合負担金増

37 3

総務管理

,

費・徴税費

064 399,701 3,064 18. 負担金補助 3,064 01 財産管理経費 3,064

及び交付金 18 負担金補助及び交付金 3,064

3

配水管布設工

.

事負担金

歳　出

4. 企 画 費 1,0

（

20,215 274,

款

938 1,295,1

）

53 274,938 7

2

. 報 償 費 135,00

.

0 02 ふるさと納税推

総

進経費 274,938

務費 （

7 報償

項

費 135,000

） 1

11. 役 務 費 12,

.

320 寄附謝礼増

総務管

11 役務費

理

12,320

費

1

（

2. 委 託 料 74,28

単

4 手数料増

位 千

12 委託料 74,

円

284

）

13. 使

補

用料及び 53,334

正

ふるさと納税収納業務

額

委託料増

の

賃 借 料

財

13 使用料及び賃借料

源

53,334

内

ふ

　

るさと納税受付システ

訳

ム使用料増

節

目 補

5. 基 金 費 33

正

6,842 250,0

前

00 586,842 2

の

50,000 24. 積

額

立 金 250,000 0

補

1 基金積立金 250,

正

000

額

24 積立

計

金 250,000

特 定

ふるさと下妻基金積

財

立増

源 説 明

11. 諸 費 60,42

一

3 686 61,109

般

686 22. 償還金、

財

利子 686 02 過年度

源

返還金 686

区

及

分

び割引料 22 償還金、

金

利子及び割引料 686

額

国

過年度国県支出

県

金その他返還金増

支出

計 2

金

,766,076 52

地

8,688 3,294

方

,764 250,00

債

0 278,688

そ の

（款） 2.総

他

務費 （項） 2.徴税費

1. 税務総務費 217,064 738 217,802 738
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計 692,951 738 693,689 738

（款） 2.総務費 （項） 3.戸籍住民基本台帳費

2. 戸籍住民基本 29,897 3,234 33,131 2,97

（

0 264 12. 委 託 料

款

3,234 01 戸籍住

）

民基本台帳電算経費 3

2

,234

.

台帳電

総

算費 12 委託料 3,2

務

34

費

戸籍システ

（

ム端末設定委託料 26

項

4

）

戸籍振り仮名

2

通知書作成委託料 2,

.

970

徴税

計 195,93

費

3 3,234 199,

（

167 2,970 26

単

4

位

（款）

 

3.民生費 （項） 1.

千

社会福祉費

円

4.

）

障害福祉費 1,181

補

,051 146,42

正

3 1,327,474

額

109,819 36,

の

604 19. 扶 助 費 1

財

46,423 02 障害

源

者自立支援給付事業費

内

146,423

　訳

19 扶助費 146,4

節

23

目

障害者介護

補

給付費 4,180 増

正前

障害者施設介護給

の

付費 3,587 増

額 補

障害者訓練等給付費

正

68,516 増

額 計

障害児通所等給付費 7

特

0,140 増

定 財

計 3,8

源

46,237 146,

説

423 3,992,6

明

60 109,819 3

一

6,604

般財

（款） 3.民生費 （

源

項） 3.生活保護費

区 分

2. 扶 助 費 658

金

,876 30,000

額

688,876 22,

国

500 7,500 19

県

. 扶 助 費 30,000

支

01 生活保護扶助費 3

出

0,000

金

19

地

扶助費 30,000

方 債

医療扶助費増

そ の 他

計 766,510 30,000 796,510 22,500 7,500

徴税費・戸籍住民基本台帳費・社会福祉費・生活保護費
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交際費 50

環境保全費・農業費・道路橋梁費・教育総務

2

費

. 環境衛生費 89,179 4 89,183 4 27. 繰 出 金 4 03 水道事業会計繰出 4

27 繰出金 4

水道事業会計繰出金増

計 188,

（

492 4 188,49

款

6 4

）

（款

4

） 6.農業費 （項） 1

.

.農業費

衛

1. 農

生

業委員会費 72,05

費

0 1,033 73,0

（

83 1,564 △53

項

1 1. 報 酬 1,033

）

02 農業委員等報酬経

2

費 1,033

.

1

環

報酬 1,033

境保

農業委員会　会長 34

全

増

費

農業委員会　

（

会長職務代理者 34 増

単位

農業委員会　委

 

員 585 増

千

農地

円

利用最適化推進委員 3

）

80 増

補 正 額

3. 農業振興費 23

の

2,019 15,62

財

0 247,639 15

源

,620 14. 工事請

内

負費 15,620 02

　

ビアスパークしもつま

訳

管理経費 15,620

節

目

14 工事請負費

補

15,620

正

ボ

前

イラー更新工事 13,

の

750

額

排煙窓修

補

繕工事 1,870

正 額

計 9

計

11,009 16,6

特

53 927,662 1

定

,564 15,089

財 源

（款） 8

説

.土木費 （項） 2.道

明

路橋梁費

一

3. 道

般

路 新 設 246,651

財

41,958 288,

源

609 41,900 5

区

8 16. 公 有 財 産 41

分

,958 02 道路新設

金

改良経費 41,958

額

国

改 良 費 購 入 費 1

県

6 公有財産購入費 41

支

,958

出

雨水調

金

整池用地購入費

地 方

計 66

債

7,743 41,95

そ

8 709,701 41

の

,900 58

他

（款）10.教育費 （項） 1.教育総務費

1. 教育委員会費 2,168 50 2,218 50 9. 交 際 費 50 01 教育委員会運営経費 50

9
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教育総務費・小学校費・中学校費・社会教育費

委員会交際費増

計 342,465 50 342,515 50

（款）10.教育費 （項） 2.小学校費

1. 学校管理費 400,8

（

25 8,600 409

款

,425 8,600 7

）

. 報 償 費 600 01 学

1

校管理運営経費 600

0.教

7 報償

育

費 600

費

14.

（

工事請負費 8,000

項

学校医退職慰労金

） 1

02 学校施設管理経

.

費 8,000

教

1

育

4 工事請負費 8,00

総

0

務

高道祖幼稚園

費

園舎解体工事増

（単

計 41

位

4,683 8,600

 

423,283 8,6

千

00

円

（款

）

）10.教育費 （項）

補

3.中学校費

正

1

額

. 学校管理費 216,

の

307 14,527 2

財

30,834 14,5

源

27 10. 需 用 費 14

内

,527 01 学校管理

　

運営経費 14,527

訳 節

10 需用費 14

目

,527

補

教師用

正

指導書・教科用教材増

前の額

計 238,312 14

補

,527 252,83

正

9 14,527

額 計

（款）10.教

特

育費 （項） 5.社会教

定

育費

財

2. 公 民 館

源

費 116,160 4,

説

950 121,110

明

4,950 3. 職員手

一

当等 600 01 職員人

般

件費 1,050

財源 区

3 職員手当等

分

600

金

4. 共 済

額

費 450 期末手当 40

国

0増

県支

退

出

職手当負担金 200 増

金 地

10. 需 用 費 5

方

00 4 共済費 450

債 そ の

職員共済

他

組合負担金増

14. 工事請負費 3,400 02 千代川公民館管理運営経費 3,200

10 需用費 500

修繕料増
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14 工事請負費 2,700

ドレンチャーポンプ更新工事

03 大宝公民館管理運営経費 700

14 工事請負費 700

給湯

（

機更新工事

款）1

7. 文化財保護

0

費 11,082 222

.

11,304 222 1

教

8. 負担金補助 222

育

01 文化財保護経費 2

費

22

（

及び交付金

項

18 負担金補助及び交

）

付金 222

5

文化

.

財保護費補助金増

社会教

9. 市民

育

センター 20,562

費

760 21,322 7

（

60 14. 工事請負費

単

760 01 市民センタ

位

ー管理運営経費 760

 千

管 理 費 14 工事

円

請負費 760

）

非

補

常放送設備更新工事

正 額

計

の

512,275 5,9

財

32 518,207 5

源

,932

社会教育費

内 　訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源 説 明

一般財源 区 分 金 額

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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（ 費

分

2,724 77,32

職

2 344,775 29

員

0,200 18,81

数

9 48 13,390 1

（

,464

比 較 0 0 33

人

6 0 525 135 24

）

0 78 0

共 済 費

明

合 計
報 酬 給 料 職 員 手 当

細

計 （ 退 職 手 当 負 担 金 ）

書

( 257)
補 正 後 48

給

6,940 1,136

与

,697 794,63

費

6 2,418,273 492,165 2,910,438 171,095
294

( 257

１

)
補 正 前 486,940 1,136,697 793,538 2,417,175 491,675 2,908,850 170,895

294

0)(
比 較 0 0 1,098 1,098 490 1,588 200

0

（ ）内は、短時間

）

勤務職員外書き

1. 特別職

　　　　　　　　　　　　給　　　　　　　　　　　　　　　　与
職員数

区 分 期 末 手 当
（人）

補

報 酬 給 料 地 域 手 当
3.

2

40ヶ月分

長 等 3 25

.

,560 8,329

議

一

員 18 80,880 2

般

5,205
補正後

その

職

他の特別職 1,184

(

63,296

計 1,2

1

05 144,176 2

)

5,560 33,53

総

4

長 等 3 25,560

正

　

8,329

議 員 18 8

括

0,880 25,20

（

5
補正前

その他の特別

単

職 1,184 62,2

位

63

計 1,205 14

 

3,143 25,56

千

0 33,534

長 等 0

円

0 0

議 員 0 0 0
比 較

そ

）

の他の特別職 0 1,0

 

33

計 0 1,033 0

予

 

0

（単位 千円）

　費

 

備 考
共 済 費 合 計

寒冷地

 

手当 その他の手当 計 （

 

退職手当負担金）

48

 

33,937 6,50

 

0 40,437 3,4

 

80

106,085 2

 

3,651 129,7

 

36

63,296 63

 

,296

48 203,

算

 

318 30,151 2

 

33,469 3,48

 

0

48 33,937 6

 

,500 40,437

給

3,480

106,0

　

85 23,651 12

　

9,736

62,26

　

3 62,263

48 2

　

02,285 30,1

　

51 232,436 3

給

　

,480

0 0 0 0 0

0

　

0 0

1,033 1,0

　

33

0 1,033 0 1

　

,033 0

　　　

（単位 千円）

管

　

理 職 員
区 分 管 理 職 手 当

　

扶 養 手 当 時間外勤務手

　

当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通

与

与

勤 手 当 特殊勤務手当 住

　

居 手 当 日 直 手 当
特別勤

 

務手当

職員手当の内訳

 

補 正 後 14,497 2

 

99 33,060 77

 

,322 345,30

費

0 290,335 18

備

,843 48 13,4

考

68 1,464

補 正 前

区

14,497 299 3
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ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

（単位　千円）

　備考　（　　　　）内は、短時間勤務職員外書き

イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

（単位　千円）

　備考　（　　　　）内は、短時間勤務職員外書き

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細 （単位　千円）

給 与 費 備 考

報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （ 退 職 手 当 負 担 金 ）

（　　　3　　　）

294
（　　  3  　　）

294
（　　　0　　　）

0

 管  理  職  員

特別勤務手当

補 正 後 14,497 299 33,060 77,322 256,542 215,150 18,843 48 13,468 1,464 

補 正 前 14,497 299 32,724 77,322 256,017 215,015 18,819 48 13,390 1,464 

比 較 0 0 336 0 525 135 24 0 78 0 

給 与 費 備 考

報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （ 退 職 手 当 負 担 金 ）

（　　254　　）

（　　254　　）

（　    0    　）

 管  理  職  員

特別勤務手当

補 正 後 88,758 75,185 

補 正 前 88,758 75,185 

比 較 0 0 

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 0 給与改定に伴う増減分 給料の改定率       %

昇給に伴う増加分 平均昇給率       %

その他の増減分

職 員 手 当 1,098 制度改正に伴う増減分

その他の増減分 1,098 

区 分 職 員 数 （ 人 ） 共 済 費 合 計

補 正 後 1,136,697 630,693 1,767,390 372,165 2,139,555 171,095 

補 正 前 1,136,697 629,595 1,766,292 371,675 2,137,967 170,895 

比 較 0 1,098 1,098 490 1,588 200 

職 員 手 当 の 内 訳

区 分 管 理 職 手 当 扶 養 手 当 時間外勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当 特 殊 勤 務 手 当 住 居 手 当 日 直 手 当

区 分 職 員 数 （ 人 ） 共 済 費 合 計

補 正 後 486,940 163,943 650,883 120,000 770,883 

補 正 前 486,940 163,943 650,883 120,000 770,883 

比 較 0 0 0 0 0 

職 員 手 当 の 内 訳

区 分 管 理 職 手 当 扶 養 手 当 時間外勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当 特 殊 勤 務 手 当 住 居 手 当 日 直 手 当

給与費
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（単位　千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

議会だより印刷製本 5,542
令 和 7 年 度 か ら
令 和 8 年 度 ま で

5,542 5,542 

会議録作成及び会議録検索システム運用業務委託 7,488
令 和 7 年 度 か ら
令 和 8 年 度 ま で

7,488 7,488 

広報紙等配布業務委託 5,637
令 和 7 年 度 か ら
令 和 8 年 度 ま で

5,637 5,637 

旧千代川庁舎解体工事 210,000 令 和 7 年 度 210,000 199,500 10,500 0 

小貝川ふれあい公園（バーベキュー場、パークゴルフ
場）管理委託

5,489 令 和 7 年 度 5,489 5,489 

やすらぎの里公園植栽管理業務委託 4,422 令 和 7 年 度 4,422 4,422 

上町公園、三道地公園、本宿公園、陣屋公園植栽管
理業務委託

3,234 令 和 7 年 度 3,234 3,234 

中学校教師用指導書・教科用教材購入 1,000 令 和 7 年 度 1,000 1,000 

（２）債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての 前年度末までの支出額又は、支出額見込及び当該年度

　　　　　　　　　　　　  　以降の支出予定額等に関する調書

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源事 項 限 度 額
前年度末までの支出見込額 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額

一般財源

 債務負担行為
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(106,200)

810,700

　（１）　総　　　　　　　　　務 586,474 536,433 241,300 34,207 743,526

　（４）　農　　　　　　　　　業 632,681 628,370 70,700 60,389 638,681

(24,400)

340,900 

(81,800)

119,000 

２．　災   害   復   旧   事   業 71,750 51,513 20,238 31,275

３．　そ　　　　　　の　　　　　　他 7,800,208 7,099,474 92,600 693,494 6,498,580

　（１）　災害援護資金貸付事業債 12,822 9,459 2,600 3,610 8,449

　（２）　上 水 道 事 業 出 資 債 14,285 7,158 3,521 3,637

　（３）　減  税  補  て  ん  債 31,013 17,520 9,834 7,686

　（４）　減  収  補  て  ん  債 48,865 48,865 2,875 45,990

　（５）　臨 時  財 政 対 策 債 7,693,223 7,016,472 90,000 673,654 6,432,818

合 計 24,723,748 23,600,007 903,300 1,627,756 22,875,551

※「当該年度起債見込額」の内（　）は、令和５年度繰越事業分に伴う起債見込額である。

（３）補正予算の地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末 及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位　千円）

当 該 年 度 中 増 減 見 込

区 分
前 前 年 度 末 前 年 度 末

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額当 該 年 度 中

起 債 見 込 額
当 該 年 度 中
元 金 償 還 見 込 額現 在 高 現 在 高 見 込 額

１．　普　　　　　　通　　　　　　債 16,851,790 16,449,020 914,024 16,345,696

　（２）　庁　　　　　　　　　舎 3,978,100 4,215,800 12,736 4,203,064

　（３）　民　　　　　　　　　生 38,800 38,800

　（５）　土　　　　　　　　　木 4,625,646 4,373,520 393,531 4,320,889

　（６）　消　　　　　　　　　防 917,950 917,672 46,232 871,440

　（７）　教　　　　　　　　　育 6,110,939 5,777,225 366,929 5,529,296

地方債
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議案第　69　号

（総  則）

第１条 令和6年度水道事業会計の補正予算（第1号）は、次に定めるところによる。

(収益的収入)

第２条 令和6年度水道事業会計予算第３条に定めた収益的収入の予定額を次のおり補正する。

収　入

第１款

(資本的収入)

第３条 令和6年度水道事業会計予算第４条に定めた資本的収入の予定額を次のとおり補正する(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 256,858千円は

　過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、過年度分損益勘定留保資金及び当年度分損益勘定留保資金で補填するものとする）。

収　入

第１款

第３項

  令和6年度下妻市水道事業会計補正予算（第1号）

（単位　千円）

　　科　　　　　　　　　　目　　 補正前の額 補　　正　　額 計

水 道 事 業 収 益 1,076,488 4 1,076,492

第２項 営 業 外 収 益 71,899 4 71,903

（単位：千円）

　　科　　　　　　　　　　目　　 補正前の額 補　　正　　額 計

資 本 的 収 入 273,138 3,064 276,202

他 会 計 負 担 金 0 3,064 3,064

令和6年12月3日 提出

下妻市長　　　　菊　　池　　　博

水道事業　　　　　
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収　入

備　　考

1. 水 道 事 業 収 益 1,076,488 4 1,076,492

2. 営 業 外 収 益 71,899 4 71,903

2. 他 会 計 補 助 金 502 4 506
3. 雑 収 益 0 4 4

収　入

備　　考

1. 資 本 的 収 入 273,138 3,064 276,202

3. 他 会 計 負 担 金 0 3,064 3,064

1. 他 会 計 負 担 金 0 3,064 3,064

令和6年度下妻市水道事業会計補正予算実施計画

収益的収入

(単位　千円）

款 項 目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

資本的収入

(単位：千円）

款 項 目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

水道事業　　　
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収益的収入 　　（単位　千円）

区　　分

1. 1,076,488 4 1,076,492

2. 営 業 外 収 益 71,899 4 71,903

2. 他 会 計 補 助 金 502 4 506 他 会 計 補 助 金 4 一般会計補助金増

資本的収入 　　（単位：千円）

区　　分

1. 273,138 3,064 276,202

3. 他会 計負 担 金 0 3,064 3,064

1. 他 会 計 負 担 金 0 3,064 3,064 他 会 計 負 担 金 3,064 工事負担金増

1. 他 会 計 負 担 金 0 3,064 3,064 他 会 計 負 担 金 3,064 他会計負担金1. 国 庫 補 助 金 0 0 0 災害 復 旧補 助 金 災害復旧補助金減

    令和6年度下妻市水道事業会計補正予算明細書（第1号）

節

金　　額

水 道 事 業 収 益

節

金　　額

資 本 的 収 入

水道事業　　　

款　　　　項 目 補正前の額 補正額 計 説　　　　　　　　　　　　明

款　　　　項 目 補正前の額 補正額 計 説　　　　　　　　　　　　明
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議案第７０号 

 

下妻市及び下妻地方広域事務組合公平委員会委員の選任について 

 

下記の者を下妻市及び下妻地方広域事務組合公平委員会の委員に選任したいから、地方

公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第９条の２第２項の規定により、議会の同意を求

める。 

 

　　　令和６年１２月３日提出 

 

下妻市長　　菊　池　　　博　　 

 

記 

 

　住　所　　　 

　氏　名　　　岡 田　真紀子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

　現下妻市及び下妻地方広域事務組合公平委員会委員である岡田真紀子氏が、令和７年１

月１６日をもって任期満了となることから、引き続き同氏を委員に選任することについて、

地方公務員法第９条の２第２項の規定により、議会の同意を求めるものである。
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履　　　　　歴 
 

（略） 
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